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（注意） 
１．問題冊子（表紙を含む）は２枚です。 
２．問題冊子は指示があるまで開かないで下さい。 
３．問題冊子と下書き用紙は持ち帰って下さい。 
４．解答は、鉛筆、シャープペンシル、ペン、ボールペンのいずれで記入して

も構いません。 
５．解答にあたっては、どの問題から解答しても構いません。ただし、どの問

題についての解答であるのかを答案中に明示してください。 
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以下の問題について解答しなさい。 
 
問題１（１５点） 

甲株式会社（以下、甲社という）は、Ａとその家族からなる同族閉鎖会社で

あり、その発行済株式総数の６０%をＡが保有し、残りの４０%をＡの妻Ｂお

よびＡの子供であるＣ・Ｄ・Ｅがそれぞれ１０%ずつ保有しており、Ａが代表

取締役、ＢおよびＣが取締役となっていた。また、甲社の定款には株式譲渡に

は取締役会の承認を要する旨の規定が置かれていた。 
両親と不仲であったＥは、自分の甲社株式の全てをＤに譲渡することを希望

し、個別にＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの同意を取り付けたうえで、ＤＥ間で株式譲渡契約

を締結した。ただし、甲社の株主名簿の書換えは行われないままであった。そ

の後、ＣとＡ・Ｂ・Ｄとの間で内紛が生じ、臨時株主総会が開催され、Ａ・Ｂ・

Ｄの賛成によりＣを取締役から解任する決議が成立した。 
Ｃは、先のＥからＤへの株式譲渡は有効な取締役会決議を経ておらず、Ｅは

現在でも甲社の株主であることから、Ｄによる２０％相当の議決権行使は違法

であると主張して、当該臨時株主総会決議の取消訴訟を提起した。なお、当該

臨時株主総会の招集手続には、法令・定款違反はなかったものとする。 
  Ｃによる総会決議取消訴訟の見通しについて、甲社側の反論も想定した上

で、論ぜよ。 
 
 
問題２（１０点） 
  事業譲渡と会社分割について、その会社法上の手続を中心として、その共

通点および相違点を説明せよ。 
 


